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「筑後市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等に関する条例（平

成 24 年条例第 23 号。以下「市密着基準条例」）」は、指定地域密着型サービスの事業がその目的

を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものです。指定地域密着型事業者は、この基準を

遵守し、常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。また、この基準を満たさない場合

は、指定地域密着型サービスの指定又は更新を受けることはできません。

ここでは、基準の中でも特に重要なものを一覧表にして整理しました。指定・運営に関する基準

の全文を必ず確認していただき、基準を遵守した運営を行ってください。

１ 定義 及び 基本方針

１ 認知症対応型通所介護について

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

知【 定義 】<法８条18項>

「認知症対応型通所介護」とは、居宅要介護者であって、認知症であるものについ

て、老人福祉法第５条の２第３項の厚生労働省令で定める施設又は同法第20条の２の

２に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練

を行うこと。

【 基本方針 】<市密着基準条例第９条>

要介護状態となった場合においても、その認知症である利用者が可能な限り居宅にお

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担

の軽減を図るものでなければならない。

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

知【 定義 】<法８条18項>

「介護予防認知症対応型通所介護」とは、居宅要支援者であって、認知症であるもの

について、その介護予防を目的として、老人福祉法第５条の２第３項の厚生労働省令で

定める施設又は同法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、

当該施設において、厚生労働省令で定める期間にわたり、入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活の支援であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことを

いう。

【 基本方針 】<市密着基準条例第 19 条>

指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型通所介護の事業

は、その認知症である利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営む

ことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の

心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでな

ければならない。
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２ 単独型・併設型・共用型の定義

● 単独型・併設型の基準

（１）人員基準

単 独 型

単独型指定認知症対応型通所介護とは、特別養護老人ホーム等（特別養護老

人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、

社会福祉施設又は特定施設をいう。以下同じ。）に併設されていない指定認知

症対応型通所介護をいう。

併 設 型
併設型指定認知症対応型通所介護とは、特別養護老人ホーム等に併設され

ている指定認知症対応型通所介護をいう。

共 用 型

共用型指定認知症対応型通所介護とは、指定認知症対応型共同生活介護事

業所の居間又は食堂、地域密着型介護老人福祉施設もしくは地域密着型特定

施設の食堂又は共同生活室において、それらの事業所又は施設の利用者、入

居者又は入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護のことをいう。

2 人員基準等について

管理者

<密着基準省令

第 43 条>

ア 事業所ごとに配置すること

イ 常勤であること

ウ 専ら職務に従事する者であること

ただし、次の場合は、兼務が可能（事業所の管理上支障がない場合に限る）

(ⅰ)当該事業所の他の職務に従事する場合

(ⅱ)同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合

エ 適切な単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供するために必

要な知識及び経験を有する者であること

オ 厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること

「認知症対応型サービス事業管理者研修

○受講要件

上記研修を受講するには研修の申込時までに「認知症介護実践者研修（旧基礎課程を含

む）」を修了していること及び上記「エ」に記載の実務経験が必要です。

○みなし措置

次の２つの要件すべてを満たしている者は、事業所の管理者として必要な研修を修了し

たものとみなされます。

１ 平成18年3月31日までに「実践者研修※１」又は基礎研修※２」を修了している者

※１ 18年局長通知及び18年課長通知、17年局長通知及び課長通知に基づき実施された

もの

※２ 12年局長通知及び12年課長通知に基づき実施されたもの

２ 平成18年3月31日に、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人

保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の管理者の職務に従事している者
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生活相談員

<密着基準省令

第 42 条>

ア 単位ごとに、サービス提供時間帯に生活相談員が勤務している時間数

の合計数をサービス提供時間数で除して得た数が１以上確保するために

必要な数

イ 生活相談員、看護職員又は介護職員のうち１名以上は常勤であること

(例) ※Ｈ：時間

10:00開始 （サービス提供時間５H） 15:00終了

⇒ ○

⇒ ○

⇒ ×

（１時間配置不足）

⇒ ○

生活相談員の資格要件としては、特別養護老人ホームの設備及び運営に関

する基準（平成１１年厚生労働省令第４６号）第５条第２項に定める生活

相談員の資格（社会福祉主事またはこれと同等以上の能力を有する者）に

準ずる。

看護職員又は

介護職員

<密着基準省令

第42条>

ア 単位ごとに、専らサービスの提供にあたる看護職員又は介護職員が１

以上。及び サービスを提供している時間帯に看護職員又は介護職員

（いずれも専らサービスの提供に当たる者に限る）が勤務している時間

数の合計数をサービスを提供している時間数で除して得た数が１以上確

保されるために必要と認められる数。

a 認知症対応型通所介護の単位ごとに、２人以上配置する必要がある

が、必ずしも看護職員を配置しなければならないものではない。

ｂ「サービスを提供している時間数」とは、単位における平均提供時間

数(利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数)とす

る。

従業員Ａさん ５Ｈ対応

Ａさん ２Ｈ対応 Ｂさん ３Ｈ対応

Ａさん ２Ｈ対応 Ｂさん ２Ｈ対応

Ａさん ２Ｈ対応

Ｂさん ４Ｈ対応

「これと同等以上の能力を有する者」

次のいずれかに該当する者

・介護福祉士 ・介護支援専門員

・社会福祉施設等で３年以上勤務し又は勤務したことのある者
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ｃ 専らサービスの提供に当たる看護・介護職員は提供時間を通じて専従

する必要はないが、提供時間帯を通じて、事業所と密接かつ適切な連携

を図るものとする。

イ 生活相談員、看護職員又は介護職員のうち１名以上は常勤であること

(例) ※Ｈ：時間

10:00開始 （サービス提供時間５H） 15:00終了

⇒ ○

⇒ ○

⇒ ○

⇒ ×

2人以上の配置が

出来ていない

機能訓練指導員

<密着基準省令

第 42 条>

ア 単位ごとに１人以上配置すること（当該事業所の他の職務との兼務

可）

イ 日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能

力を有する者であること

専らサービスの提供に当たる看護職員又は介護職員が１以上

＋

・「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する

者（以下有資格者という。）としますが、利用者の日常生活やレクリエー

ション、行事を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談

員又は介護職員が兼務して行っても差し支えありません。（ただし、単位

ごとに１人以上の有資格者の配置は必須です。）

・機能訓練指導員の配置時間数の解釈については、加算を算定しない場合

はサービス提供日毎に、単位ごとに設定されたプログラムにおける機能

訓練を行う時間数の配置を必要とし、加算を算定する場合は各加算の算

定要件で求められている時間数の配置が必要です。

勤務延時間数（サービス提供時間帯に看護・介護職員が勤務している時間数の合計数）
≧ １

サービスを提供している時間数（利用者ごとの提供時間数の合計/利用者）

Ａさん ５Ｈ対応

Ｂさん ５Ｈ対応

Ａさん ５Ｈ対応

Ｂさん ３Ｈ対応

Ｃさん ２Ｈ対応

Ａさん ５Ｈ対応

Ｂさん ３Ｈ対応

Ｃさん ２Ｈ対応

Ａさん ３Ｈ対応

Ｂさん ２Ｈ対応

Ｃさん ２Ｈ対応
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(２) 利用定員 <密着基準省令第61条準用第31条>

利用定員は、１単位あたり12人以下となる数とする。

(３) 設備基準 <密着基準省令第44条>

● 共用型の基準

(1) 人員基準

食堂及び

機能訓練室

ア それぞれ必要な広さを有するものとし、合計した面積は、3㎡に利用

定員を乗じて得た面積以上であること。「利用定員×3㎡≦食堂＋機能訓

練室」

イ 食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にその提供に支障のない広さ

を確保でき、かつ機能訓練を行う際にはその実施に支障のない広さを確

保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。

静養室 遮へい物の設置等により利用者の静養に配慮されていること。

相談室
遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないように配慮されてい

ること。

事務室

必要な広さを有すること。他サービスと共同で事務室を使用する場合、当

該事業所の事務所として利用する部分を明確にすること

また、個人情報保護のため、鍵付きキャビネット等を設置すること。

消火設備その他

の非常災害に際

して必要な設備

消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置すること。

その他必要な

設備

設備及び備品等については専ら当該指定認知症対応型通所介護の事業の

用に供するものでなければならないが、利用者に対する指定認知症対応型

通所介護の提供に支障がない場合は共用することもできる。

夜間及び深夜に

おける保険外サ

ービスについて

夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症状対応型通所介護事業者が当

該設備を利用して指定認知症状対応型通所介護以外のサービス（宿泊サー

ビス）を提供する場合には当該サービス開始前に当該サービス提供の開始

を市長に届けるものとする。

管理者

<密着基準省令

第 47 条>

ア 事業所ごとに配置すること

イ 常勤であること

ウ 専ら職務に従事する者であること

ただし、次の場合は、兼務が可能（事業所の管理上支障がない場合に限る）

(ⅰ)当該指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事する場合

(ⅱ)同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合

エ 適切な共用型指定認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識

及び経験を有する者であること。

オ 厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること。

「認知症対応型サービス事業管理者研修」
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(２) 利用定員 <密着基準省令第 46 条>

１日当たりの利用定員（同一時間帯に受け入れることができる利用者の上限をいう。）

(３) その他 <密着基準省令第46条第2項>

共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定

居宅介護支援、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支

援の事業又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営（第63条第7項及び第171条

第8項において「指定居宅サービス事業等」という。） について３年以上の経験を有する者でなけ

ればならない。

※受講要件は、「単独型・併設型の基準」を参照。

従業者

<密着基準省令

第 45 条>

当該指定共用型指定認知症対応型通所介護事業の利用者の数と、

①指定認知症対応型共同生活介護の利用者

②指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者

③指定地域密着型特定施設の入居者の数

を合計した数について、

①指定認知症対応型共同生活介護

②指定地域密着型指定介護老人福祉施設

③指定地域密着型指定特定施設入所者生活介護

の規定を満たすために必要な数以上とする。

認知症対応型共同生活介護事業所 共同生活住居（ユニット）ごとに３人以下

指定地域密着型特定施設

指定地域密着型介護老人福祉施設

（ユニット型を除く）

施設ごとに３人以下

指定地域密着型介護老人福祉施設

（ユニット型）

１ユニット当たりユニットの入居者と併せて

12 人以下
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３ 運営基準等について

内容及び手続の

説明及び同意

<密着基準省令

第61条準用

第3条の7>

サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対

し、「運営規程の概要」「従業者の勤務の体制」「事故発生時の対応」「苦情処

理の体制」「提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施し

た直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）」等の利用

申込者がサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付

して説明を行い、当該サービスの提供を受けることにつき、利用申込者の同

意を書面により得なければならない。

提供拒否の禁止

<密着基準省令

第61条準用

第3条の8>

事業者は、正当な理由なく認知症対応型通所介護の提供を拒んではならな

い。

※正当な理由の例

・事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合

・利用申込者の居住地が事業所の通常の実施地域外である場合 等

サービス提供困

難時の対応

<密着基準省令

第61条準用

第3条の9>

正当な理由で、自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた

場合は、利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の認知症

対応型通所介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければ

ならない。

受給資格等の

確認

<密着基準省令

第61条準用

第3条の10>

ア 事業者は、当該指定認知症対応型通所介護の提供を求められた場合は、そ

の者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び

要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

イ 事業者は、前項の被保険者証に、法第 78 条の 3 第 2 項の規定により認定

審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、指定

認知症対応型通所介護を提供するように努めなければならない。

認知症であることの確認方法について

認知症であることの確認方法は、原則、診断が認知症又は認知症の原

因疾患であることが確認でき、医師の署名もしくは記名押印がある文書

（以下「診断書等」という。）により確認してください。

ただし、診断書等で確認が取れない場合であっても、サービス担当者

会議や介護支援専門員のアセスメント等において、当該利用者にとって

の認知症対応型通所介護を利用することの必要性及び利用目的を十分に

検討・確認した結果、認知症対応型通所介護を利用する必要性があると

判断された場合には、サービスを利用することは可能です。

その場合、検討・確認した内容、日時及び確認した者の所属、氏名を記

録に残してください。

住所等の確認について

認知症対応型通所介護は、地域密着型サービスであるため、筑後市の

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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要介護認定の

申請に係る援助

<密着基準省令

第61条準用

第3条の11>

ア 事業者は、指定認知症対応型通所介護の提供の開始に際し、要介護認定を

受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われている

かどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を

踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければなら

ない。

イ 事業者は、指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合で

あって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用

者が受けている要介護認定の有効期間が終了する日の 30 日前までに行われ

るよう、必要な援助を行わなければならない。

心身の状況等の

把握

<密着基準省令

第61条準用

第23条>

事業者は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者に係る指

定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心

身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めなければならない。

居宅介護支援事

業者等との連携

<密着基準省令

第61条準用

第3条の13>

ア 事業者は、指定認知症対応型通所介護を提供するに当たっては、指定居宅

介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の密接な連携に努めなければならない。

イ 事業者は、指定認知症対応型通所介護の提供の終了に際しては、利用者又

はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅

介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

居宅サービス計

画に沿ったサー

ビスの提供

<密着基準省令

第61条準用

第 3 条の 15>

事業者は、居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計

画に沿った指定認知症対応型通所介護を提供しなければならない。

居宅サービス計画

等の変更の援助

<密着基準省令

第61条準用

第3条の16>

事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者

に係る指定居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければ

ならない。

サービスの提供

の記録

<密着基準省令

ア 事業者は、認知症対応型通所介護を提供した際には、サービスの提供

日、内容、保険給付の額その他必要な事項を利用者の居宅サービス計画

（利用票）等に記載しなければならない。

イ 事業者は、サービスを提供した際は、提供した具体的なサービスの内

被保険者もしくは、筑後市に住民票がある他市被保険者（住所地特例

者）のみが利用できるサービスです。契約時には、必ず被保険者証で要

件を満たしているかを確認してください。
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第61条準用

第3条の18>

<市密着基準

条例第15条>

容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記載するとともに、利用者か

らの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情

報を利用者に対して提供しなければならない。

ウ サービス内容の記録は、サービス提供に係る保険給付支払の日から５年

間保存しなければならない。

利用料等の受領

<密着基準省令

第61条準用

第24条>

ア 事業者は、法定代理受領サービスに該当する認知症対応型通所介護を提

供した際は、その利用者から利用料の一部として、認知症対応型通所介護

に係る地域密着型サービス費用基準額から認知症対応型通所介護事業者に

支払われる地域密着型サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるも

のとする。

イ 事業者は、法定代理受領サービスに該当しない認知症対応型通所介護を

提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、認知症対応型通

所介護に係る地域密着型サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生

じないようにしなければならない。

ウ 事業者は、前２項のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受け

ることができる。

(ⅰ) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用

(ⅱ) 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症対応

型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費

用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る地域密着

型介護サービス費用基準額を超える費用

(ⅲ) 食事の提供に要する費用

(ⅳ) おむつ代

(ⅴ) 上記に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供において

提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用

エ 事業者は、上記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について

説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

基本取扱方針

<密着基準省令

第50条>

ア 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩和に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。

イ 事業者は、自らその提供する指定認知症対応型通所介護の質の評価を行

い、常にその改善を図らなければならない。

具体的取扱方針

<密着基準省令

第51条>

ア 指定認知症対応型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続

することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつ

つ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。

イ 指定認知症対応型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者

がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して行う

ものとする。
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ウ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、認知症対応型通所介護

計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練及び

その者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとする。

エ 従業者は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に

行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行うものとする。

オ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。

カ 指定認知症対応型通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の

希望に添って適切に提供するものとする。

認知症対応型

通所介護計画

の作成

<密着基準省令

第52条>

ア 事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービスの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成しなければな

らない。

イ 認知症対応型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている

場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。

ウ 事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、そ

の内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得な

ければならない。

エ 事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画を作成した際には、当該

認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。

オ 従業者は、それぞれの利用者について、認知症対応型通所介護計画に従

ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。

モニタリングの

実施

<介護予防のみ>

<密着予防基準

省令第 42 条>

ア 介護予防認知症対応型通所介護計画に基づくサービス提供の開始時か

ら、サービス提供終了時までに、少なくとも１回は、当該計画の実施状況

の把握（モニタリング）を行うものとする。

イ モニタリングの結果を記録し、当該介護予防サービス計画を作成した指

定介護予防支援事業者に報告しなければならない。

ウ 管理者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防認知症

対応型通所介護計画の変更を行うものとする。

緊急時の対応

<密着基準省令

第61条準用

第12条>

従業者は、現に認知症対応型通所介護の提供を行っているときに利用者に

病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡

を行う等の必要な措置を講じなければならない。

管理者の責務

<密着基準省令

第61条準用

第28条>

ア 管理者は、当該事業所の従業者の管理及び指定認知症対応型通所介護の利

用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う

ものとする。

イ 管理者は、当該事業所の従業者に運営に関する基準を遵守させるため必要
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な指揮命令を行うものとする。

運営規程

<密着基準省令

第 54 条>

事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

① 事業の目的及び運営の方針

② 従業者の職種、員数及び職務の内容

③ 営業日及び営業時間

④ 認知症対応型通所介護の利用定員

⑤ 認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額

⑥ 通常の事業の実施地域

⑦ サービス利用に当たっての留意事項

⑧ 非常災害対策

⑨ 緊急時又は事故発生時の対応

⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項

⑪ その他運営に関する重要事項

勤務体制の確保

等

<密着基準省令

第61条準用

第30条>

ア 事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、指定認知症対

応型通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければなら

ない。

イ 事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、当該事業所の従

業者によってサービスを提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直

接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。

ウ 事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。その際、当該事業所は、令和６年３月３１日までに医療・福祉

関係資格を有さない全ての従業者（看護師・准看護師・介護福祉士・介護支

援専門員・実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者

研修修了者、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・

二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサ

ージ師、はり師、きゅう師を除く）に対し、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければならない。（３年間の経過措置あり、令和

６年３月３１日までの間は努力義務）

※新規採用・中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福

祉関係資格を有さない者に限る）に対する当該義務付けの適用については、

採用後１年間の猶予期間を設けるものとし、採用後１年を経過するまでに認

知症介護基礎研修を受講させることとする。（この場合についても、令和６年

３月３１日までは努力義務で差し支えない）

エ 事業者は、適切なサービスを提供する観点から、職場において行われる性

事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の

勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職

員、機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。
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的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。

※事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取

組については、次のとおり。なお、セクハラについては、上司や同僚に限らず、

利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。

a 事業主が講ずべき措置の具体的内容

⓵事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行っ

てはならない旨の方針を明確化し、従事者に周知・啓発すること。

②相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応の

ための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

なおパワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務

については、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業

主については資本金が 5,000 万円以下又は従業者の数が 100 人以下の企業）

は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされてい

るが、適切な勤務態勢の確保等の観点から、必要な措置を講じるように努めら

れたい。

業務継続計画の

策定等

<密着基準省令第

61 条にて準用

す る 第 ３ 条 の

30 の 2>

【３年間の経過措置あり、令和６年３月３１日までの間は努力義務】

ア 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する認知症対応

型通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継

続計画に従い、必要な措置を講じなければならない。

※以下の項目等を記載すること。想定される災害等に地域によって異なるもの

であることから、項目については実態に応じて設定すること。なお感染症及び

災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。

a 感染症に係る業務継続計画

⓵平時からの備え（体制構築、設備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄

品の確保等）

②初動対応

③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者

との情報共有等）

ｂ 災害に係る業務継続計画

⓵平常時の対応（建物、整備の安全確保、電気・水道等のライフラインが停

止した場合の対策、必需品の備蓄等）

②緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

「高齢者虐待防止」「身体的拘束廃止への取組み」等に関する研修を、

年１回以上行ってください（高齢者虐待防止法第20条）。
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③他施設及び地域との連携

イ 事業者は、従事者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

※職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を

開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、

研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る

研修について、感染症の予防及びまん延防止のための研修と一体的に実施する

ことも差し支えない。

※訓練においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよ

う、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生

した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するもの。

※感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。

※訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で

実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。

ウ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。

定員の遵守

<密着基準省令

第61条準用

第31条>

事業者は、利用定員を超えて指定認知症対応型通所介護の提供を行ってはな

らない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでは

ない。

非常災害対策

<市密着基準

条例第 14 条>

指定地域密着型サービス事業者は、火災、風水害、地震等の非常災害に関す

る具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報体制及び連携体制を整備

し、これらを定期的に従業者に周知するとともに、非常災害時における避難、

救出等の訓練を定期的に行わなければならない。

衛生管理等

<密着基準省令

第61条準用

第33条>

ア 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水

について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければなら

ない。

イ 事業者は、当該事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように

次の各号に掲げる措置を講じなければならない。【３年間の経過措置あり、令

和６年３月３１日までの間は努力義務】

⓵ 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する

委員会をおおむね６月に 1 回以上開催するとともに、その結果につい

て、従事者に周知徹底を図ること。

※感染対策の知識を有するものを含む、幅広い職種により構成することが

望ましい。特に感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め

積極的に参画を図ることが望ましい。

※構成メンバーの役割を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する
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もの（以下「感染対策担当者」という）を決めておくことが必要である。

※感染対策委員会は、利用者の状況などの事務所の状況に応じ、おおむね

６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等

を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。

※感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設

置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められ

るものであるが、他のサービス事業所との連携等により行うことも差し

支えない。

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備す

ること。

※指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

※平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアに係

る感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発

生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事

業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。

※発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を

整備し、明記しておくことも必要である。

※それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対

策の手引き」を参照されたい。

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修および訓練を定期的に実施すること。

※従事者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容

は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、

当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの

励行を行うものとする。

※職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事務所が定期的な教

育（年 1 回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を

実施することが望ましい。また研修の実施内容についても記録すること

が必要である。

※なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症

対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うもの

でも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。

掲示

<密着基準省令

第61条準用

第 3 条の 32>

ア 事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体

制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲

示しなければならない。

イ アに規定する事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをい

つでも関係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる。

秘密保持等 ア 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の

事業所の「指定（更新）通知書」も併せて掲示してください。

<市密着指定規則第2条第4項>
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<密着基準省令

第61条準用

第 3 条の 33>

秘密を漏らしてはならない。

イ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業

務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措

置を講じなければならない。

ウ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場

合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同

意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。

広告

<密着基準省令

第61条準用

第 3 条の 34>

事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所について広告をする場合におい

ては、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。

居宅介護支援事

業者に対する利

益供与の禁止

<密着基準省令

第61条準用

第3条の35>

事業者は、指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の

事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の

利益を供与してはならない。

苦情処理

<密着基準省令

第61条準用

第 3 条の 36>

<市密着基準

条例第 15 条>

ア 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に係る利用者及びその家族

からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口

を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

イ 事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録し

なければならない。

ウ 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に関し、介護保険法第 23

条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言

を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。

エ 事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町

村に報告しなければならない。

オ 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に係る利用者からの苦情に

関して国民健康保険団体連合会（以下、国保連）が行う介護保険法第 176

条第 1 項第 3 号の調査に協力するとともに、国保連から同号の指導又は助

言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わな

ければならない。

カ 事業者は、国保連からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国保

連に報告しなければならない。

地域との連携等

<密着基準省令

ア 事業者は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用

者の家族、地域住民の代表者、当該事業所が所在する市町村の職員又は当該

事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、認知症対応

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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第61条準用

第34条>

型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会(以下この項

において「運営推進会議」という。)を設置し、おおむね 6 月に 1 回以上、

運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けると

ともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければな

らない。

イ 事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成すると

ともに、当該記録を公表しなければならない。

ウ 事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動

等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。

エ 事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定認知症対応型通所

介護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び

援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。

オ 事業者は、事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して

指定認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者

以外の者に対しても指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなけ

ればならない。

虐待の防止 【３年間の経過措置あり、令和６年３月３１日までの間は努力義務】

事業者は、虐待の発生またはその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じ

なければならない。

ア 「虐待の防止のための対策を検討する委員会」を定期的に開催するととも

に、その結果について従業者に周知徹底を図ること。

※「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員

会）は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合

はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理

者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明

確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、事業所

外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。

※一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ

機微なものであることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に

共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対

応することが重要である。

※なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施

が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携により行うこ

とも差し支えない。

※また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」

等を遵守すること。
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※虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討する

ことする。そこで得た結果については、従業者に周知徹底を図る必要が

ある。

a 虐待防止検討委員会その他事業者内の組織に関すること

b 虐待の防止のための指針の整備に関すること

c 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

d 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること

e 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行わ

れるための方法に関すること

ｆ虐待等が発生した場合に、その発生原因等の分析から得られる再発の確実

な防止策に関すること

ｇ前号の再発の防止策を講じた際にその効果についての評価に関すること

イ 虐待の防止のための指針を整備すること

※事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛

り込むこととする。

a 事業所における虐待の防止に関する基本的な考え方

b 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

c 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

d 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

e 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

f 成年後見制度の利用支援に関する事項

g 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

h 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

i その他虐待の防止の推進のための必要な事項

ウ 虐待の防止のための従業者に対する研修を定期的に実施すること。

※従事者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に

関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、

当該事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。

※職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事業者が指針に基づい

た研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとと

もに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが必要

である。

※また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施

は、事業所内職員研修での研修で差し支えない。

エ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を置くこと

※事業所における虐待を防止するための体制として、ア～ウまでに掲げる措
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置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担

当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従事者が務めること

が望ましい。

事故発生時の

対応

<密着基準省令

第61条準用

第35条>

<市密着基準

条例第15条>

ア 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により事故が

発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介

護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならな

い。

イ 事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなけれ

ばならない。

ウ 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

エ 事業者は、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外

のサービス（宿泊サービス）の提供により事故が発生した場合は、上記ア及

びイに準じた必要な処置を講じなければならない。

会計の区分

<密着基準省令

第61条準用

第 39 条>

事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定認知症対応型通所介

護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。

記録の整備

<密着基準省令

第60条>

<市密着基準

条例第 15 条>

ア 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかな

ければならない。

イ 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供に関する 次

の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から次の期間保存しなければな

らない。

①認知症対応型通所介護計画（5 年保存）

②具体的なサービス内容等の記録（5年保存）

③市町村への通知に係る記録（２年保存）

④苦情の内容等の記録（２年保存）

⑤事故の状況及び事故に際して採った処置の記録（２年保存）

⑥運営推進会議の報告，評価，要望，助言等の記録（5年保存）

電磁的記録 ア サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののう

【報告すべき事故の種類】

（１）利用者処遇に関するもの

ア 死亡事故（病気によるものを除く。） イ 虐待

ウ 失踪・行方不明（現在も捜索中のもの）

エ 骨折・打撲・裂傷等（医療機関を受診したもの）

オ 誤飲・誤食・誤嚥、誤薬 カ 不法行為

（２）職員の違法行為・不祥事

ア 利用者の個人情報の紛失 イ 送迎時の利用者宅の家屋の損壊

ウ 飲酒運転 エ 預り金の紛失や横領等

（３）その他

ア 事件報道が行なわれた場合

イ その他必要と認められる場合
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ち、密着基準省令第 183 条の規定において書面で行うことが規定されて

いる又は規定されるものについては、書面に代えて当該書類に係る電磁的

記録により行うことができる。

①電磁的記録による作成は、事業所等の使用に係る電子計算機に備え付けら

れたファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方

法によること。

②電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。

a 作成された電磁的記録を事業所等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存

する方法

b 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁

的記録を事業所等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は

磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

③その他、地域密着型サービス基準第 183 条第 1 項において電磁的記録に

より行うことができるとされているに類するものは、①及び②に準じた方

法によること。また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業所における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。

イ サービス提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これら

に類するもの（以下「交付等」という。）のうち、書面で行うことが規定さ

れている又は想定されているものについては、当該交付等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電磁的方法によることができる。

①電磁的方法による交付は、地域密着型サービス基準第３条の７第２項から

第６項までの規定に準じた方法によること。

②電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思

表示をした場合が考えられること。なお、「押印についての Q&A（令和２

年６月１９日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考とすること。

③電磁的記録による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にす

る観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用

することが望ましいこと。なお、「押印についての Q&A（令和２年６月１

９日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考とすること。

④その他、地域密着型サービス基準第 183 条第 2 項において電磁的記録に

よることができるとされているものに類するものは、①から③までに準じ

た方法によること。ただし、この通知の規定により電磁的方法の定めがあ

るものについては、当該定めに従うこと。

⑤また、電磁的記録による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業所における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守

すること。
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★筑後市密着指定規則で定める独自基準

事業者（法人等）、法人の役員、事業所の管理者が、暴力団、暴力団員又は暴力団密接関係者で

ないこと。

１ 介護報酬

（１） 地域区分別１単位の単価・・・筑後市（その他）：10 円

（ⅰ）…単独型 （介護予防）認知症通所対応型介護費（Ⅰ）

（ⅱ）…併設型 （介護予防）認知症通所対応型介護費（Ⅰ）

４ 介護報酬等について

１日につき

（単位）

３時間以上

４時間未満

４時間以上

５時間未満

５時間以上

６時間未満

６時間以上

７時間未満

７時間以上

８時間未満

８時間以上

９時間未満

要支援１ ４７４ ４９６ ７４０ ７５９ ８５９ ８８６

要支援２ ５２５ ５５０ ８２６ ８４９ ９５９ ９８９

要介護１ ５４２ ５６８ ８５６ ８７８ ９９２ １,０２４

要介護２ ５９６ ６２５ ９４８ ９７２ １,１００ １,１３５

要介護３ ６５２ ６８３ １,０３８ １,０６４ １,２０８ １,２４６

要介護４ ７０７ ７４０ １,１３０ １,１５９ １,３１６ １,３５９

要介護５ ７６１ ７９７ １,２２３ １,２５４ １,４２４ １,４６９

１日につき

（単位）

３時間以上

４時間未満

４時間以上

５時間未満

５時間以上

６時間未満

６時間以上

７時間未満

７時間以上

８時間未満

８時間以上

９時間未満

要支援１ ４２８ ４４８ ６６６ ６８３ ７７１ ７９６

要支援２ ４７５ ４９７ ７４２ ７６１ ８６２ ８８９

要介護１ ４９０ ５１４ ７６９ ７８８ ８９２ ９２０

要介護２ ５４０ ５６５ ８５２ ８７４ ９８７ １,０１８

要介護３ ５８８ ６１７ ９３４ ９５８ １,０８４ １,１１８

要介護４ ６３８ ６６８ １,０１４ １,０４０ １,１８１ １,２１９

要介護５ ６８７ ７１９ １,０９７ １,１２５ １,２７６ １,３１８
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共用型 （介護予防）認知症通所対応型介護費（Ⅱ）

２ 所要時間による区分の取扱いについて

・所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護計画に位置付

けられた内容のサービスを行うための標準的な時間によること。

・単に、当日のサービスの進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、利用者が通常の時間を超

えて事業所にいるような場合は、サービスが提供されているとは認められないため、その時間に

ついては算定できない。（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについて

は、別途、自費利用として利用料を徴収して差し支えない。）

・送迎に要する時間はサービス提供時間に含まないが、送迎時に実施した居宅内での介助等（着替

え、ベッド・車椅子への移乗、戸締り等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１

日30分以内を限度として、認知症対応型通所介護を行うのに要する時間に含めることができ

る。※ 実施内容を明確に記録・保管すること。

① 居宅サービス計画及び認知症対応型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合。

② 送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課

程修了者、旧ホームヘルパー１級研修課程修了者、介護職員初任者研修修了者、看護職員、機

能訓練指導員又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業

所、医療機関、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年

数の合計が３年以上の介護職員である場合。

・当日の利用者の心身の状況から、実際の認知症対応型通所介護の提供が認知症対応型通所介護計

画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には、認知症対応型通所介護計画上の単位数を

算定して差支えない。

なお、認知症対応型通所介護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、認知症対応型

通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。

３ 減算について

(1) 定員超過利用に該当する場合

・事業所の利用定員を上回る利用者を受け入れている場合においては、その翌月から定員超過利用

１日につき

（単位）

３時間以上

４時間未満

４時間以上

５時間未満

５時間以上

６時間未満

６時間以上

７時間未満

７時間以上

８時間未満

８時間以上

９時間未満

要支援１ ２４７ ２５９ ４１２ ４２３ ４８３ ４９９

要支援２ ２６１ ２７３ ４３５ ４４６ ５１２ ５２８

要介護１ ２６６ ２７８ ４４４ ４５６ ５２２ ５３９

要介護２ ２７６ ２８９ ４５９ ４７１ ５４１ ５５８

要介護３ ２８５ ２９８ ４７６ ４８８ ５５９ ５７７

要介護４ ２９４ ３０８ ４９２ ５０５ ５７７ ５９６

要介護５ ３０４ ３１８ ５０９ ５２１ ５９７ ６１７
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が解消されるに至った月まで、所定単位数の70／100 に相当する単位数を算定すること。ま

た、事業所は、適正なサービスの提供を確保するために、定員超過利用の未然防止を図るよう努

めること。

・この場合の利用者の数は、１月間（暦月）の利用者の数の平均を用いる。この場合、１月間の利

用者の数の平均は、当該月の全利用者の延数を当該月の日数を除して得た数とする。（小数点以

下は切り上げ）

・市長は、定員超過利用が行われている事業所に対して、その解消を行うよう指導することとし、

当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場合は、特別な事情がある場合を除き、指

定の取消しを検討するものとする。

・災害の受け入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始し

た月（災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得な

いと認められる場合は翌月も含む）の翌月から所定単位数の減算を行わない。やむを得ない理由

がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた

月の翌々月から所定単位数の70／100に相当する単位数を算定する。

(2) 人員基準欠如に該当する場合

・事業所の職員の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っている場合は、介護給付費の減算

を行うこと。事業所は、適正なサービスの提供を確保するために、人員基準欠如の未然防止を図

るよう努めること。

・暦月ごとに勤務延時間数を、当該事業所において常勤の職員が勤務すべき時間で除することによ

って算定するものとする。（小数点第２位以下切り捨て）

・人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年度の平均（毎年

4月1日～翌年3月31日）を用いる。（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による）この場

合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とす

る。（小数点第２位以下を切り上げ）

・従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が病欠した場合等も含まれる。

・市長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休

止等を指導する。当該指導に従わなかった場合は、特別な事情がある場合を除き、指定の取消し

を検討するものとする。

○看護・介護職員の人員基準欠如の場合

・人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合

その翌月から解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数の70／100に

相当する単位数を算定する。

・人員基準上必要とされる員数の１割の範囲内で減少した場合

その翌々月から解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数の70／100

に相当する単位数を算定する。（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場

合は除く）
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４ 各加算等について（介護・介護予防共通）

２時間以上３時間未満のサービスについて

心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時

間利用に結びつけていく必要がある者等、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利

用が困難なものが利用する場合、４時間以上５時間未満の報酬区分の所定単位数の63／100に相

当する単位数を算定する。

なお、短時間の利用であっても、認知症対応型通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービ

スのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能力等の向上のため、日常生活を通じ

た機能訓練等を実施されるべきものであること。

感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が生じた場合の取扱い

感染症又は災害の発生を理由とし、当月月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均

の利用者数よりも100分の5以上減少している場合に、市町村長に届け出た事業所において、

認知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数が減少した月の翌々月から3月以内に限

り、1回につき所定単位数の100分の3に相当する単位数を算定する。

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要することその他の特別な事情が

あると認められる場合には、当該加算の期間が終了した月の翌月から3月以内に限り、引き続

き算定することができる。

※令和3年3月16日付老認発0316第4号老老発0316第3号「通所介護等において感染症又

は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考

え方並びに事務処理手順及び様式例の掲示について」を参照。

延長加算

所要時間８時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った前後に引き続き日常生活上

の世話を行った場合であって、当該指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型

通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間が９時間以上となった場合

に、下記の区分に掲げる単位数を所定単位数に算定する。

・ 9 時間以上10 時間未満の場合・・・ 50 単位／日

・10 時間以上11 時間未満の場合・・・100 単位／日

・11 時間以上12 時間未満の場合・・・150 単位／日

・12 時間以上13 時間未満の場合・・・200 単位／日

・13 時間以上14 時間未満の場合・・・250 単位／日

【算定要件】
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・延長サービスを行うことが可能な体制（適当数の従業者の配置）をとっていること。

なお、宿泊サービスを利用する場合は延長加算の算定不可。

入浴介助加算 ※届出必要

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準による入

浴介助を行った場合は、1日につき下表に基づいて所定単位数に加算する。

※入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるもので

あるが、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の

自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて

介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接

触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。

（１）入浴介助加算（Ⅰ） 40 単位 A)入浴介助を適切に行うことができる人員及び

整備を有して行われる入浴介助であること。

（２）入浴介助加算（Ⅱ） 55 単位 A)入浴介助加算（Ⅰ）の基準を満たすこと

B)医師・理学療法士・作業療法士・介護福祉士・

介護支援専門員（以下「医師等」という）が利

用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者

の動作及び浴室の環境を評価していること。

この際、当該居宅の浴室が、利用者自身又は家

族等の介助により入浴を行うことが難しい環

境にある場合は、訪問した医師等が、居宅介護

支援専門員の介護支援専門員と連携し、福祉用

具の貸与もしくは購入又は住宅改修等の浴室

の環境性整備に係る助言を行うこと。

ｃ）機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活

相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導

員等」という。）が共同して、利用者の居宅を

訪問した医師等との連携の下で、当該利用者の

身体の状態や訪問により把握した当該居宅の

浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作

成すること。

ｄ）ｃの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者

の居室の状況に近い環境にて、入浴介助を行う

こと。
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また、認知症対応型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事

情により、入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。なお、部分浴・清拭

は対象とならない。

生活機能向上連携加算 ※届出必要

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型

通所介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別

機能訓練計画を作成した場合には、（１）については、3月に１回を限度として、１月につき、

（２）については１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、いずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、個別機能訓練加

算を算定している場合には、（１）は算定せず、（２）は１月につき１００単位を所定単位数に加算

する。

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位

※個別機能訓練加算を算定している場合は算定できない

A）指定訪問リハビリテーション事業所又は指

定通所リハビリテーション事業所若しくは

リハビリテーションを実施している医療提

供施設（病院にあっては、許可病床数が

200 床未満のもの又は当該病院を中心と

した半径４km 以内に診療所が存在しない

ものに限る。）の理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士又は医師（以下、理学療法士等）

の助言に基づき、当該事業所の機能訓練指

導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者（以下、機能訓練指導員等）

が共同して利用者の身体状況等の評価及び

個別機能訓練計画の作成を行っているこ

と。

B）個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体

機能又は生活機能の向上を目的とする機能

訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等

が、利用者の心身の状況に応じて計画的に

機能訓練を適切に提供していること。

C）A)の評価に基づき、個別機能訓練計画の進

捗状況等について、３月ごとに１回以上、

利用者又はその家族に対し、個別機能訓練

計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等

を説明し記録するとともに、必要応じて訓

練内容の見直し等を行うこと。

D）機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、

担当者等）は、利用者ごとに保管され、常
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【その他留意事項】

※この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患

に当該事業所の機能訓練指導員等により閲

覧が可能であること。

E）生活機能向上連携加算（Ⅰ）は個別機能訓練

計画に基づき個別機能訓練を提供した月に

限り、算定されるものである。なお、（Ａ）

の助言に基づき個別機能訓練計を見直した

場合には、本加算を再度算定することは可

能であるが、利用者の急性増悪等により個

別機能訓練計画を見直した場合を除き、個

別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提

供した初回の月の翌月及び翌々月は本加算

を算定しない。

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位

※個別機能訓練加算を算定している場合は 100 単位

A)訪問リハビリテーション事業所又はリハビ

リテーションを実施している医療提供施設の

理学療法士等が、当該認知症対応型通所介護

事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導

員等と共同して利用者等身体時状況等の評価

及び個別機能訓練計画の作成を行っているこ

と。その際、理学療法士等は、機能訓練指導

員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工

夫等に関する助言を行うこと。

B)個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機

能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用

者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提

供していること。

C）A)の評価に基づき、個別機能訓練計画の進

捗状況等について、３月ごとに１回以上、利

用者又はその家族に対し、個別機能訓練計画

の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し

記録するとともに、必要に応じて訓練内容の

見直し等を行うこと。

D）機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、

担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に

当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が

可能であること
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別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護

療養型医療施設若しくは介護医療院であること。

※個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなけれ

ばならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援

専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な

目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。

※各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその家

族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて

当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のADL（寝返り、起き上がり、移乗、

歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びIADL（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）の改

善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。

※理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状況

等について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画

の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明していること。

※個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと。

個別機能訓練加算 ※届出必要

指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、はり

師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月

以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下、理学療法士等）を１名以上配置して

いるものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練指導

員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算

（Ⅰ）として、１日につき27単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練加算（Ⅰ）を算

定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓

練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

た場合は、個別機能訓練加算（Ⅱ）として、1月につき２０単位を所定単位数に加算する。

個別機能訓練加算（Ⅰ） ２７単位/日 A)個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計

画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下、個別機

能訓練）について算定する。

B)個別機能訓練は、１日120分以上、専ら機能訓練指

導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置し

て行うものであること。この場合において、例えば、

１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置して

いる場合は、その曜日におけるサービスのみが当該加

算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士
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ADL維持等加算 ※届出必要

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市長に届出た事業所において、利

用者に対して認知症対応型通所介護を行った場合は、評価対象期間（加算を算定する年度の初

日の属する年の前年の同月から１２月後までの期間）の満了日の属する月の翌月から12月以

内の期間に限り加算する。

等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や

居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。な

お、認知症対応型通所介護事業所の看護職員が加算に

係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該

職務の時間は、認知症対応型通所介護事業所における

看護職員としての人員基準の算定に含めない。

C)個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が

共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等につい

て個別機能訓練計画を作成し、評価等を行う。なお、

認知症対応型通所介護においては、個別機能訓練計画

に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記

載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の

作成に代えることができるものとすること。

D)個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後

に１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を

説明する。（テレビ電話装置等も可）

E)個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当

者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の個

別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにす

ること。

個別機能訓練加算（Ⅱ）２０単位/月 A)個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している。

B)個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓

練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

ている。

ADL 維持等加算（Ⅰ） ３０単位/月 A）評価対象者の総数が 10 人以上であること。

B）評価対象者全員について、評価対象期間の初月と、当

該月の翌月から起算して 6 月目において ADL を評価

し、その評価に基づく値（以下「ADL 値」という。）を

測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当

該測定を提出していること。
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【その他留意事項】

a ADLの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Indexを用いて行うものとする。

b 厚生労働省へのADL値の提出はLIFEを用いて行うこととする。

ｃADL利得は、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から、

評価対象利用開始月に測定したADL値を控除して得た値に、次の表の左欄に掲げる者に係

る同表の中欄の評価対象利用開始月に測定したADL値に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げ

る値を平均して得た値とする。

ｄｃにおいてADL利得の平均を計算するにあたって対象とするものは、ADL利得の多い順

に、上位100分の10に相当する利用者（その数に1未満の端数が生じたときには、これを

切り捨てるものとする。）及び下位100分の10に相当する利用者（その数に１未満の端数が

生じたときには、これを切り捨てるものとする）を除く利用者（以下「評価対象利用者」と

する。

e 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者については、リハビ

リテーションを提供している当該他の施設や事業所と連携してサービスを実施している場合

に限り、ADL利得の評価対象利用者に含めるものとする。

ｆ令和３年度については、評価対象期間において次の⓵～③までの要件を満たしている場合

に、評価対象機関の満了日に属する月の翌月から12月に限り、ADL維持等加算（Ⅰ）又は

（Ⅱ）を算定できることとする。

⓵当該加算を満たすことを示す書類を保存していること

②厚生労働省への情報の提出については、LIFEを用いて行うこととする。

C）評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算し

て 6 月目の月に測定した ADL 値から評価対象利用開

始月に測定した ADL 値を控除して得た値を用いて、一

定の基準に基づき算出した値（以下「ADL 利得」とい

う。）の平均値が１以上であること。

ADL 維持等加算（Ⅱ） ６0 単位/月 A）ADL 維持等加算（Ⅰ）及びイの基準に適合するもの

であること。

B）評価対象者の ADL 利得の平均値が２以上であるこ

と。

１ ２以外の者 ADL 値が 0 以上 25 以下 １

ADL 値が 30 以上 50 以下 １

ADL 値が 55 以上 75 以下 ２

ADL値が80以上100以下 ３

２ 評価対象利用開始月にお

いて、初回の要介護認定が

あった月から起算して１

２月以内である者

ADL 値が 0 以上 25 以下 ０

ADL 値が 30 以上 50 以下 ０

ADL 値が 55 以上 75 以下 １

ADL値が80以上100以下 ２
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③ADL維持等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定を開始しようとする月の末日までに、LIFEを

用いて、ADL利得に係る基準を満たすことを確認すること。

ｇ令和３年度の評価対象期間は、加算の算定を開始する月の前年の同月から１２月後までの１

年間とする。ただし、令和３年４月１日までに算定基準に適合しているものとして市長に届

出を行う場合については、次のいずれかの期間を評価対象期間とすることができ

る。

⓵令和２年４月から令和３年３月までの期間

②令和２年１月から令和２年１２月までの期間

ｈ令和４年度以降に加算を算定する場合であって、加算を取得する月の前年の同月に、基準に

適合しているものとして市長に届出ている場合には、届出の日から12月後までの

期間を評価対象期間とする。

若年性認知症利用者受入加算 ※届出必要

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若年性認知

症利用者に対して、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算とし

て、１日につき60単位を所定単位数に加算する。

【算定要件】

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性

やニーズに応じたサービス提供を行うこと。

栄養アセスメント加算 ※届出必要

次に掲げるア～エのいずれかの基準にも適合しているものとして市町村長に届出た事業所が利用

者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリ

スク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この加算において同じ。）を行った場合に

５０単位／月 加算する。

栄養改善加算に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属

する月は算定しない。

ア 当該事業所の職員として、又は外部との連携により、管理栄養士を1名以上配置して行うもの

であること。

イ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄

養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談員に必要

に応じ対応すること。

ウ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報

その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

エ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
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【その他の留意事項】

・栄養アセスメントについては、３月に１回以上、⓵～④までに掲げる手順により行うこと。あわ

せて利用者の体重については、１月毎に測定すること。

⓵ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを利用開始月に把握すること。

② 管理栄養士・看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種のものが共同して、利用者ご

との摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題の把握を行

うこと。

③ ⓵及び②の結果を当該利用者またはその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき栄養

管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。

④ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員と情報

共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように依頼するこ

と。

※原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善のサービスを受けている間及び当

該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は算定しないが、栄耀ア

セスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供

が必要と判断された場合は、栄養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できるこ

と。

※厚生労働省への情報の提出については、LIFEを用いて行うこととする。サービスの質の向上を図

るため、LIFEへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、PDCAサイクルによりサービス

の質の管理をおこなうこと。

栄養改善加算 ※届出必要

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用

者又はそのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として

３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき２００単位を所定単位数に加算する。た

だし、栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必

要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。

A) 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。

B) 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者（以下、管理栄養士等）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも

配慮した栄養ケア計画を作成していること。

C) 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が

栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。

D) 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。

E) 別に厚生労働大臣の定める基準（※定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと）に適

合している単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介
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護事業所であること。

口腔・栄養スクリーニング加算

別に厚生労働大臣が定める基準（定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。）に適合

【栄養改善加算を算定できる利用者】

対象となる利用者は、以下のいずれかに該当する者など低栄養状態にある者又はそのおそれがある者で

あって、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者

イ BMIが18.5未満である者

ロ １～６月間で３％以上の体重減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」（平成18

年6月9日老発第0609001 号厚生労働省老健局通知）に規定する基本チェックリストNo.11の

「６か月間で２～３kg以上の体重減少がありましたか」の項目が「１ はい」に該当する者

ハ 血清アルブミン値が3.5g/dl 以下である者

ニ 食事摂取量が不良（75％以下）である者

ホ その他低栄養状態にある、又はそのおそれがあると認められる者

なお、次のような問題を有する者については、上記イ～ホのいずれかに該当するかどうかを適宜確認

すること。

・口腔、摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連するNo.13の「半年前に比べ

て固いものが食べにくくなりましたか」、No.14の「お茶や汁物等でむせることがありますか」、

No.15の「口の渇きが気になりますか」のいずれかの項目が「１ はい」に該当する者などを含

む。）

・生活機能の低下の問題

・褥瘡に関する問題

・食欲の低下の問題

・閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連するNo.16の「週に１回以上は外出し

ていますか」、No.17の「昨年と比べて外出の回数が減っていますか」のいずれかの項目が「１ は

い」に該当する者などを含む。）

・認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連するNo.18の「周りの人から『いつも同じ事を

聞く』などの物忘れがあると言われますか」、No.19の「自分で電話番号を調べて、電話をかける

ことをしていますか」、No.20の「今日が何月何日かわからない時がありますか」のいずれかの項

目が「１ はい」に該当する者などを含む。）

・うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する No.21 の「（ここ２週間）毎日の生活に充実感がな

い」、No.22 の「（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった」、No.23 の「（こ

こ２週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくのうに感じられる」、No.24 の「（ここ２週間）自分

が役に立つ人間だと思えない」、No.25「（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする」の項目にお

いて、２項目以上「１ はい」に該当する者などを含む。）
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する指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔

の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリー

ニング加算として次に掲げる単位数を算定する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるいずれかの加算

を算定せず、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合は算定しない。

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０単位 A)利用開始時及び利用中6月ごとに利用者の口腔の健康状

態について確認を行い、当該利用者の口腔の健康状態に

関する情報を当該利用者を担当する介護支援専門員に提

供していること。

B）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態に関

する情報を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供

していること。

C)定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

D)算定月が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当

しないこと。

⓵栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者

が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け

ている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了

した日の属する月であること。

②当該利用日が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能

向上サービスを受けている間である又は当該口腔機能

向上サービスが終了した日の属する月であること。

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５単位 ※次の A)もしく B）のいずれかに適合すること

A)

⓵口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）の A)及び C)の基準

に適合すること。

②算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定して

いる又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善

サービスが終了した日の属する月であること。

③算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の

算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び当

該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではな

いこと。

B)

⓵口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）の B)及び C)の基

準に適合すること。

②算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定し

ていない、かつ、当該利用者が栄養改善加算の算定に係
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【算定要件】

①口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状態に関

するスクリーニングは、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留

意すること。

②口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的に実施すべ

きものであること。ただし、一方のみを行い、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定する

ことができる。

③口腔・栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げる確認を行い、

確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。

イ 口腔スクリーニング

a 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べるもの

ｂ入れ歯を使っているもの

ｃむせやすい者

ロ 栄養スクリーニング

a ＢＭＩが18.5未満である者

b １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

（平成18 年6月9日老発第0609001 号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェ

ックリストのNo.11の「６か月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか」の項目

が「１ はい」に該当する者

c 血清アルブミン値が3.5g/dl 以下である者

d 食事摂取量が不良（75％以下）である者

④口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定する

こととし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニ

ングを継続的に実施すること。

⑤口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの結果、栄

養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サー

ビスの提供が必要と判断された場合は、口腔・栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加

算又は口腔機能向上加算を算定できること。

る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善

サービスが終了した日の属する月ではないこと。

③算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算

の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び

当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であ

ること。
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口腔機能向上加算 ※届出必要

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下して

いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は、利用者の心身の状態の維持又は向上に資する

と認められるもの(以下「口腔機能向上サービス」という。)を行った場合は、口腔機能向上加算と

して、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次

に掲げる単位数を加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。また、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、

口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につい

ては、引き続き算定することができる。

口腔機能向上加算（Ⅰ） 150 単位/回 A）言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上

配置していること。

B）利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚

士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能

改善管理指導計画を作成していること。

C）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言

語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上

サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能

を定期的に記録していること。

D）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状

況を定期的に評価していること。

E）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

口腔機能向上加算（Ⅱ） 160 単位/回 A）加算（Ⅰ）の A)から E)までに掲げる基準のいずれ

にも該当すること。

B）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の情報を

厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施

に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切

かつ有効な実施のために必要な情報を活用している

こと。（※LIFE を活用して提出すること）
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科学的介護推進体制加算 ※届出必要

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た事業所は４０単位/月を

算定する。

A）利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係

る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。

B）必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど、適切かつ有効に提供するために必要な

情報を活用していること。

同一建物減算

指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住する者又は、指定認知症対応型通所介護事業

所と同一建物から当該指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症対応型通所介

護を行った場合は、１日につき94単位を所定単位数から減算する。

【同一建物の定義】

「同一建物」とは，当該指定認知症対応型通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建

築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定認知症対応型通所介護事業所

がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の

建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定認知症対

応型通所介護事業所の指定認知症対応型介護事業者と異なる場合であっても該当するものであ

ること。

【口腔機能向上加算を算定できる利用者】

口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であっ

て、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。

イ 認定調査票における「2-3 嚥下」、「2-4 食事摂取」「2-7 口腔清潔」の３項目のいず

れかの項目において「１」以外に該当する者

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連するNo.13の「半年前に比べて固いものが食べに

くくなりましたか」、No.14の「お茶や汁物等でむせることがありますか」、No.15の「口

の渇きが気になりますか」の３項目のうち２項目以上が「１はい」に該当する者

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者

※利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることか

ら、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診

勧奨などの適切な措置を講じることとする。

なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合に

あっては、加算は算定できない。

イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合

ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であ

って、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導

若しくは実施」を行っていない場合
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【例外的に減算とならない場合の取扱い】

傷病等により一時的に送迎が必要と認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要

であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。

具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建

物の構造上自力での通所が困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所

と当該指定認知症対応型通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場合に限られること。この場

合、２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、介護

支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果について認知症対応型通所

介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について、記録しな

ければならない。

送迎を行わない場合の減算

利用者に対して、事業者が居宅と指定認知症対応型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合

（利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合等）は、片道につき47単位を所定単

位数から減算する。

ただし、（10）同一建物減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはならない。

※ 送迎記録を整備しておくこと（送迎者・送迎時刻・手段等）

サービス提供体制強化加算 ※届出必要

（区分支給限度基準額の算定対象外）

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指

定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所

定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22単位 (1)次のいずれかに適合すること

a 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が 100 分の 70 以上であること

b 事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数 10

年以上の介護福祉士の占める割合が 100 分の

25 以上であること。

(2)定員超過利用・人員基準欠如の該当していないこと。

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18単位 (1)事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占

める割合が 100 分の 50 以上であること

(2)定員超過利用・人員基準欠如の該当していないこと。

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 6 単位 (1)次のいずれかに適合すること

a 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の
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【算定要件】

※指定認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、介護職員

又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。

介護職員処遇改善加算 ※届出必要

（区分支給限度基準額の算定対象外）

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応

型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、令和3年3月31日までの間（（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、別に厚生労働大臣が定

める期日までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

占める割合が 100 分の 40 以上であること

b 事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数 7 年

以上の介護福祉士の占める割合が100分の30

以上であること。

(2)定員超過利用・人員基準欠如の該当していないこと。

【割合の計算方法】

・職員の割合は、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用いる。

・職員の数は、常勤換算方法により算出する。

・前年度の実績が６月に満たない事業所は、届出日の属する月の前３月について、常勤換

算方法により算出した平均を用いる。この場合、届出を行った月以降においても、毎月

継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記録

するものとし、所定の割合を下回った場合については、速やかに変更届（加算の取り下

げ）を提出しなければならない。（新規・再開事業所は４月目以降から届出が可能。）

・介護福祉士は、各月の前月末日時点で資格を取得している者とする。

・勤続年数は、各月の前月末日時点における勤続年数をいう。

・勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営す

る他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提

供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

・認知症対応型通所介護事業、介護予防認知症対応型通所介護事業を一体的に行っている

場合は、加算の計算も一体的に行う。
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※加算（Ⅳ）・（Ⅴ）は廃止も、現算定事業所については、経過措置あり

【算定要件】

①介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善(以下「賃金改善」という。) に要する費用の見込

み額が、介護職員処遇改善加算の算定見込み額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。

②当該事業者において、①の賃金改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法

その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、市町村長

に届け出ていること。

③介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等に

より事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準（本加算によ

る賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市長村長に届け出

ること。

④当該事業者において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を市長村長に報告する

こと。

⑤算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、

労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられて

いないこと。

⑥当該事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。

⑦キャリアパスに関する要件

【キャリアパス要件Ⅰ】

次に掲げる要件を全てに適合していること

（一) 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するもの

を含む。）を定めていること。

（二）（一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。

区分
①～⑥

の基準

⑦キャリアパス

要件

⑧職場環境

等要件
加算率

加算

（Ⅰ）

適合

【Ⅰ】【Ⅱ】【Ⅲ】を

満たす
かつ (ⅰ)を満たす

総単位数の

〔10.4％〕

加算

（Ⅱ）

【Ⅰ】【Ⅱ】を

満たす
かつ (ⅰ)を満たす

総単位数の

〔7.6％〕

加算

（Ⅲ）

【Ⅰ】or【Ⅱ】の

いずれかを満たす
かつ (ⅱ)を満たす

総単位数の

〔4.2％〕

加算

（Ⅳ）

【Ⅰ】or【Ⅱ】の

いずれかを満たす

また

は
(ⅱ)を満たす

加算（Ⅲ）の

90／100

加算

（Ⅴ）
いずれも満たさない

加算（Ⅲ）の

80／100
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【キャリアパス要件Ⅱ】

（三） 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は

研修の機会を確保していること。

（四） （三）について、全ての介護職員に周知していること。

【キャリアパス要件Ⅲ】

（五） 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期

に昇給を判定する仕組みを設けていること。

（六） （五）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。

⑧職場環境等要件

(ⅰ) 平成27年4月から「算定要件②」の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員

の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した

費用を全ての職員に周知していること。

(ⅱ) 平成20年10月から「算定要件②」の届出の日の属する月の前月までに実施した介護

職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改

善に要した費用を全ての職員に周知していること。

特定介護職員処遇改善加算 ※届出必要

区分支給限度基準額の算定対象外

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものと

して市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対

応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

【算定要件】

イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（１）介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃

金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に

関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） １月あたりの総単位数（基本サービス費＋各種加算・

減算）

× サービス別加算率〔3.1％〕

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） １月あたりの総単位数（基本サービス費＋各種加算・

減算）

× サービス別加算率〔2.4％〕
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(一) 経験・技能のある介護職員のうち一人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上

又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること。ただし、介護職員等特定処

遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である

場合はこの限りでないこと。

（二）指定認知症対応型通所介護事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する

費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要す

る費用の見込額の平均より高くすることであること。

（三）介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均

が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。た

だし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）

の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。

（四）介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らないこと。

（２）当該事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他

の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、

全ての職員に周知し、市町村長に届け出ていること。

（３）介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の

悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金

水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について

市町村長に届け出ること。

（４）当該事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を市町村長

に報告すること。

（５）認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算(Ⅰ)又は（Ⅱ）を算定している

こと。

（６）認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを

算定していること。

（７）平成20年10月から（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した職員の処遇改善の内

容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周

知していること。

（８）（７）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表

していること。

ロ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

イ（１）から（４）まで及び（６）から（８）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

●解 説

介護職員等特定処遇改善加算は、令和元年10月より新設された加算です。

経験・技能のある職員に重点化を図りながら、他の介護職員などの処遇改善にも充てることができ

る加算であり、基本給、手当、賞与等の改善を実施するためのものです。
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（１） 配分対象と配分方法

① 賃金改善の対象となるグループ

※「ｃ その他の職種」には、本部の人事、事業部で働く者など、法人内で介護に従事してい な

い職員についても、その事業所における業務を行っていると判断できる場合には含めることがで

きます。

② 事業所における配分方法

経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以

上、又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること。ただし、既に賃金が年額

440万円以上の者がいる場合には、上記の条件を新たに満たす必要はありません。

そのほか、当該賃金改善が困難な場合は合理的な説明を計画書に記載することにより、例外的に上

記要件を満たしていないことが認められます。

（例）小規模事業所等で加算額全体が少額である場合、職員全体の賃金水準が低い事業所などで、

直ちに一人の賃金を引き上げることが困難な場合等

ａ経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、ｂ他の介護職員の賃金

改善に要する必要の見込み額の平均より高くすることが必要です。

ｂ他の介護職員の賃金改善に要する費用の見込み額の平均が、ｃその他の職種の賃金改善に要す

る費用の見込額の平均の２倍以上であることが必要です。

ｃその他の職種の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らないこと。賃金改善前の賃

金がすでに年額440万円を上回る場合には、当該職員は特定加算による賃金改善の対象となり

ません。

ただし、ｃその他の職種の平均賃金額がｂ他の介護職員の平均賃金額を上回らない場合は柔軟な

取扱いを認め、両グループの平均賃金改善額が等しくなる（１：１）までの改善が可能となりま

す。

ａ 経験・技能のある介護職員 ｂ 他の介護職員 ｃ その他の職種

介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職

員と認められる者をいう。

具体的には、介護福祉士の資格を有するととも

に、所属する法人等における勤続年数 10 年以上

の介護職員を基本としつつ、他の法人における経

験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業所

の裁量で設定することとする。

経験・技能のある介

護職員を除く介護

職員をいう。

介護職員以外の

職員をいう。
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【配分方法のイメージ】

（２） 賃金改善以外の要件

介護職員ベースアップ等支援加算 ※届出必要

介護職員ベースアップ等支援加算は、令和４年10 月より新設された加算です。

介護職員の処遇改善を図るため収入を３％程度(月額9,000円相当)引き上げるための措置として創

設されました。

★加算額

対象介護事業所の介護職員(常勤換算)１人当たり月額平均9,000円の賃金引上げに相当する額。

対象サービスごとに介護職員数(常勤換算)に応じて必要な加算率を設定し、各事業所の介護報酬に

その加算率を乗じて単位数を算出。

★算定要件

以下のすべてを満たすこと。

介護福祉士の配置等要件

（特定加算Ⅰのみ）

サービス提供体制強化加算の最も上位の区分（認知症対応

型通所介護はサービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ）を算定

していること

現行加算要件 現行加算の（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを取得していること

職場環境等要件

「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」及び「その他」

の各区分からそれぞれ１区分以上の取組を行なわなけれ

ばなりません。

見える化要件
特定加算に基づく取組について、ホームページ等へ掲載し

ていること（事業所内への掲示でも可）。
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・処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所(現行の処遇改善加算の対象サービス事業

所)であること。

・賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の２/３は介護職員等のベースアップ等(※)に使用するこ

と。※「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」の引き上げのこと。

・ベースアップ等に充てた額以外(1/3以内)は、一時金・賞与で支給することや会社負担の法定福

祉費に充てることも可能。全体として、加算金の額を上回る賃金改善を行うこと。

★対象となる職種

・介護職員

・事業所の判断により、他の職員の他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることが出来

るよう柔軟な運用を認める。


